
 

〇申請の流れ（空家活用リフォーム推進事業） 

 

1 事前相談 
・事前に諸要件等を確認いただいた上で建築指導課に、事前相談を行って下さい。 

建築指導課 電話番号 047-712-6335 

 

市川市 要件等の確認 ・市職員が要件等の確認(必要に応じて現地確認)を行います。 
 

２ 
交付申請書の提出 

（※1） 

•要件に該当する場合は、工事着手（可能であれば契約）前に、建築指導課へ「補助金交付

申請書」を提出してください。 

 

市川市 審査 

交付決定通知 

•申請書類を審査し、助成が適当と認められた場合は、「補助金交付可否決定通知書」を郵

送でお送りします。 

 

３ 工事の（契約•）着

手 

・「補助金交付可否決定通知書」が届いた後に、工事を行ってください。 

 

４ 実績報告書の提出 

（※2） 

・工事が終わりましたら、「実績報告書」に必要書類を添付して、建築指導課に提出してください。

のいずれか早い日までに、実績

報告書を提出してください。 

 
市川市 補助金額決定通知 ・補助要件等の確認を行い、「補助金額確定通知書」を郵送でお送りいたします。 

 

５ 補助金の交付請求 •建築指導課へ「補助金交付請求書」を提出してください。 

 
市川市 補助金の支払い ・交付請求後、指定口座に補助金を振り込みます。 

   

申請書・報告書に必要な書類 

※1 交付申請時に必要な書類 ※2 実績報告時に必要な書類 

口 補助金交付申請書（様式第1号） 
（空家の全ての所有者が改修に同意していない場合
は別途誓約書（参考様式第１号で可）が必要） 

口

口 

口 

口

口 

 

 

口 

  口 

 

実績報告書（様式第7号） 

工事の内訳がわかる書類 

改修工事完了後の写真 

改修工事の契約書の写し 

領収書等工事費の支払いを証する書類 

（代理受領制度利用時は、補助金の額を差し引いた

ものであるとわかる書類を含む） 

産業廃棄物管理票（マニフェストE票）の写し 

その他市長が必要と認める書類 

口 参考様式第１号等の、国等の補助金の交付対象で
ないことを誓約する書類 

口 空家及びその敷地の登記事項証明書 

口  申請者及び空家所有者全員の納税証明書（市県民
税、固定資産税及び都市計画税のうち該当するも
の）※公簿による確認の同意書（様式第１号又は参
考様式第１号等の該当箇所）が提出されている場合
は不要 

口 空家とその敷地の現況がわかる写真 

口 
口 

 
口 

 
 

口 

改修工事に要する費用の見積書又はその写し 
（昭和５６年６月１日以降に建築確認を受けたもの）
検査済証の写し又は台帳記載事項証明 
(昭和５６年５月３１日以前に建築確認を受けたもの
又は完了検査を受けていないもの)確認済証又は台
帳記載事項証明及び耐震基準適合証明書 
その他市長が必要と認める書類 

問い合わせ先                           

市川市 建築指導課 指導グループ              

〒272-0033 市川市市川南2-9-12           

市川南仮設庁舎１階 電話番号047-712-6335                     



空家活用リフォーム推進事業 要件等詳細 

 

◎補助対象者 

以下の要件を満たす者 

 

◎要件 

１．空家を児童厚生施設（児童館等）又は老人福祉センターに準ずる施設（以下「公共施

設」とする）に改修する工事で、その旨の契約が締結されているものであること 

  → 児童厚生施設…児童福祉法第４０条に規定するもの 

    老人福祉センター…老人福祉法第２０条の７に規定するもの 

    

２．現行の耐震基準（以下のいずれかに当てはまるもの）を満たす空家であること。 

  → ①昭和５６年６月１日以降に建築確認を受けたもので、完了検査を受けたもの 

    ②昭和５６年５月３１日以前に建築確認を受けたもの又は昭和５６年６月１日以

降に建築確認を受け、完了検査を受けていないもののうち、耐震診断により現

行の耐震基準を満たすことが確認されたもの 

 

３．空家とその敷地の所有者（共有の場合はすべての者）が改修することに同意している

こと 

 

４．空家とその敷地の所有者が空家を改修後 10年以上公共施設として運営し、市のホーム

ページ等に掲載することについて同意していること 

 

５．（共有している場合はすべての所有者が）空家の所有者が空家を所有している旨の登記

をしているものであること 

 

６．申請者及び空家の所有者が市川市に納付すべき市県民税等を滞納（共有している場合

はその所有者全員が）していないこと 

 

７．申請者及び空家の所有者が改修工事に関する国等の補助金の交付を受けられるもの又

は受けているもの（申請中のものも含み、共有の場合他の所有者が受けられる場合等

も含む）ではないこと 

 

８．補助金申請書は改修工事に着手する前に提出すること 

 

 



◎申請に必要な書類 

１．補助金申請書（様式第１号） 

 

２．空家とその敷地の全ての所有者が同意する空家を公共施設に改修し 10年間利用するこ

と及び事業について市のホームページに掲載することについての同意書（様式第１号

で可） 

 

３．空家及びその敷地の登記事項証明書 

 

４．空家を借りている者のみ）空家を借り受ける旨の契約書の写し 

 

５．（市が公簿等により確認する場合はその旨を補助金申請書（様式第１号）で同意した場

合は不要） 

申請者及び全ての所有者の納税証明書 

→ 市県民税、法人市民税、固定資産税及び都市計画税のうち納税義務があるものす

べて。非課税世帯にあってはその旨がわかる課税証明書等を含む 

 

６．空家の改修に関する国等の補助金の交付対象（申請者及び共有者すべてを含む）でな

いことを誓約する書類（参考様式１） 

 

７．空家とその敷地の現況を確認できる写真 

 

８．改修工事に要する費用の見積書又はその写し 

 

９．（昭和５６年６月１以降に建築基準法の建築確認を受け、同法の完了検査を受けている

もの）検査済証又は台帳記載事項証明の写し 

 

１０．（昭和５６年５月３１日以前に建築確認を受けたもの又は完了検査を受けていないも

の）確認済証又は台帳記載事項証明書の写し 

 

１１．（昭和５６年５月３１日以前に建築確認を受けたもの又は完了検査を受けていないも

の）耐震基準適合証明書 

 

１２．その他市長が必要と認める書類 

 

 



以下工事完了後提出が必要な書類 

１．実績報告書（様式第７号） 

 

２．工事の内訳がわかる書類 

 

３．工事の施工状況のわかる写真（改修工事の完了後の写真） 

 

４．除却工事の契約書の写し 

 

５．領収書等工事費の支払いを証する書類（代理受領制度利用時は補助金の額を差し引い

た請求書及び領収書）） 

 

６．産業廃棄物管理票（マニフェスト E票）の写し 

 

７．その他市長が必要と認める書類 

 

以下補助金額確定通知書（様式第８号）の交付後に提出する書類 

１．補助金交付請求書（様式第９号） 

  →代理受領制度を利用する場合は法人の代表名で記入してください。 

 

２．（工事に要した費用から補助金分を引いた額を支払った場合等）代理受領制度を利用す

る場合は委任状 

 

◎補助金額 

改修工事に要した費用の 1/2で上限 100万円 
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